
Ⅰ　概況

　我が国の対外の貸借（いわゆる本邦対外資産負債残高）
は，外国為替及び外国貿易法（昭和24年法律第228号）第
55条の９及び外国為替令（昭和55年政令第260号）第18条
の９の規定に基づき毎年12月末現在で作成され，暦年中の
国際収支とともに，翌年５月末までに財務大臣から内閣に
報告されている。
　平成28年末現在の対外の貸借は，平成29年５月26日の閣
議において報告され，閣議終了後対外公表された。
　本邦対外資産負債残高は，我が国の対外金融資産，負債
に係る貸借対照表であり，国際収支状況が一国（一経済
圏）の他の経済圏との資金の動き（資金フロー）を総括的
に示す表であるのに対し，一国（一経済圏）の海外勘定の
残高（ストック）を表した計数である。ここで示される期

末の残高は，同期間中に発生した金融取引のほか，為替相
場の変動や株価・債券価格等の変動を含む評価増減等の調
整が反映されたものである。
　また本計数は，資産・負債に区分され，その差額がネッ
トポジション（純資産又は純負債）を示している。構成項
目は，基本的には国際収支状況の金融収支の項目と一致し
ており，その内訳項目も国際収支状況の項目区分に準じて
いる。
　以下，本稿では，平成28年末現在の我が国の対外資産負
債残高の状況について，説明する。
　なお，平成26年末の計数より，国際通貨基金（IMF）が
定めた国際収支マニュアル第６版に準拠して作成してい
る。平成25年末以前の計数は可能な範囲において当該第６
版の基準により組み替えているが，一部の項目では計上基
準が異なることに留意する必要がある。

平成28年末現在の我が国の対外の貸借の状況
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対外純資産
対外資産：本邦居住者が海外に対して保有する金融資産
対外負債：非居住者が日本に対して保有する金融資産

（注）2014年末より国際収支マニュアル第６版に準拠。
　　　2013年末以前の計数は可能な範囲において第６版の基準により組み替えているが，一部の項目では計上基準が異なる。

平成28年末　対外資産負債残高の動向
単位：兆円
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⑶�　金融派生商品残高：43兆3,500億円（前年末比▲１兆
7,300億円）

　�　平成28年中の通貨スワップが資産減（処分超）となっ
たこと等から，２年連続で減少した。

⑷�　その他投資残高：199兆7,500億円（前年末比＋18兆
6,280億円）

　�　平成28年中のその他投資が資産増（取得超）となった
こと等から，２年振りに増加した。

⑸�　外貨準備：142兆5,600億円（前年末比▲５兆9,920億
円）

３．対外負債残高の動き
⑴�　対内直接投資残高：27兆8,400億円（前年末比＋３兆
700億円）

　�　本邦企業による海外子会社・関連会社からの借入等に
より，平成28年中の対内直接投資が負債増（実行超）と
なったことから，６年連続で増加した。

⑵�　対内証券投資残高：324兆4,690億円（前年末比＋３兆
9,250億円）

　①�対内株式・投資ファンド持分投資残高：181兆5,300億
円（前年末比▲５兆3,890億円）

　�　平成28年中の対内株式・投資ファンド持分投資が負債
減（処分超）となったこと等から，５年振りに減少した。

　②�対内中長期債投資残高：83兆10億円（前年末比＋10兆
3,850億円）

　�　平成28年中の対内中期債投資が負債増（取得超）と
なったこと等から，７年連続で増加した。

　③�対内短期債投資残高：59兆9,370億円（前年末比▲１兆
710億円）

　�　平成28年中の対内短期債投資が負債減（処分超）と
なったことから，11年振りに減少した。

⑶　金融派生商品：45兆3,700億円（前年末比▲3,220億円）
　�　平成28年中の通貨スワップが負債減（処分超）となっ
たこと等から，２年連続で減少した。

⑷�　その他投資残高：250兆9,790億円（前年末比＋31兆
2,830億円）

　�　平成28年中のその他投資が負債増（取得超）となった
こと等から，７年連続で増加した。

Ⅱ�　平成28年末現在の我が国の対外資産負
債残高の状況

１．概要
⑴�　平成28年末現在の対外資産残高は，997兆7,710億円
（前年末比＋47兆8,510億円，＋5.0％）となった。増減要
因をみると，居住者による対外資産の取得超（直接投資
＋18.4兆円，債券投資＋24.7兆円等）等により，対外資
産残高は８年連続で増加した。

⑵�　また，対外負債残高は，648兆6,580億円（前年末比＋
37兆9,560億円，＋6.2％）となった。増減要因をみると，
非居住者による本邦資産の取得超（直接投資＋3.8兆円，
債券投資＋8.1兆円等）及び非居住者に保有されている
本邦証券の価格上昇に伴う評価替え等（＋1.6兆円）に
より，対外負債残高は７年連続で増加した。

⑶�　以上から，対外資産残高から対外負債残高を差し引い
た対外純資産残高は，349兆1,120億円（前年末比＋９兆
8,950億円，＋2.9％）となった。増減要因をみると，対
外資産の増加額が対外負債の増加額を上回ったことによ
り，対外純資産残高は２年振りに増加した。

　�　なお，我が国の対外純資産の規模について，IMFが公
表しているIFS（International�Financial�Statistics）を用
いて各国と比較すると，平成３年末以降26年連続で世界
最大の対外純資産国となっている。

２．対外資産残高の動き
⑴�　対外直接投資残高：159兆1,940億円（前年末比＋７兆
3,420億円）

　�　本邦企業による海外企業の買収等により，平成28年中
の対外直接投資が資産増（実行超）となったことから，
６年連続で増加した。

⑵�　対外証券投資残高：452兆9,170億円（前年末比＋29兆
6,030億円）

　①�対外株式・投資ファンド持分投資残高：162兆8,790億
円（前年末比＋９兆2,660億円）

　�　平成28年中の対外株式・投資ファンド持分投資が資産
増（取得超）となったこと等から，５年連続で増加した。

　②�対外中長期債投資残高：286兆890億円（前年末比＋21
兆5,980億円）

　�　平成28年中の対外中長期債投資が資産増（取得超）と
なったこと等から，３年連続で増加した。

　③�対外短期債投資残高：３兆9,480億円（前年末比
▲１兆2,600億円）

　�　平成28年中の対外短期債投資が資産減（処分超）と
なったこと等から，２年連続で減少した。
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第１表　本邦対外資産負債残高（平成27年末と平成28年末残高比較）
（単位：10億円）

資　　　産 平成27年末 平成28年末 平成28年中増減 負　　　債 平成27年末 平成28年末 平成28年中増減
1．�直　接　投　資 151,852 159,194 7,342 1．�直　接　投　資 24,770 27,840 3,070
株 式 資 本 103,661 111,935 8,274 株 式 資 本 15,457 16,092 635
収 益 の 再 投 資 34,698 33,581 △1,118 収 益 の 再 投 資 5,776 6,319 543
負 債 性 資 本 13,493 13,679 186 負 債 性 資 本 3,537 5,429 1,892

2．�証　券　投　資 423,314 452,917 29,603 2．�証　券　投　資 320,544 324,469 3,925
株式・投資ファンド持分 153,614 162,879 9,266 株式・投資ファンド持分 186,919 181,530 △5,389
株 式 68,051 72,394 4,343 株 式 185,389 178,311 △7,078
中 央 銀 行 16 15 △0
預 金 取 扱 機 関 355 285 △70 預 金 取 扱 機 関 14,799 13,037 △1,762
一 般 政 府 9 6 △3
そ の 他 金 融 機 関 64,266 68,022 3,756 そ の 他 金 融 機 関 8,480 7,313 △1,167
そ の 他 3,405 4,064 660 そ の 他 162,110 157,961 △4,149

投 資 フ ァ ン ド 持 分 85,563 90,486 4,923 投 資 フ ァ ン ド 持 分 1,530 3,219 1,689
預 金 取 扱 機 関 15,160 16,388 1,227
一 般 政 府 3 0 △3
そ の 他 金 融 機 関 65,094 68,823 3,729 そ の 他 金 融 機 関 1,530 3,219 1,689
そ の 他 5,305 5,274 △30 そ の 他 － － －

債 券 269,700 290,037 20,337 債 券 133,625 142,938 9,314
中 長 期 債 264,491 286,089 21,598 中 長 期 債 72,617 83,001 10,385
預 金 取 扱 機 関 101,980 104,295 2,315 預 金 取 扱 機 関 8,226 10,019 1,793
一 般 政 府 614 401 △213 一 般 政 府 58,176 66,974 8,798
そ の 他 金 融 機 関 143,470 161,152 17,683 そ の 他 金 融 機 関 2,364 2,263 △101
そ の 他 18,427 20,240 1,813 そ の 他 3,851 3,746 △105

短 期 債 5,209 3,948 △1,260 短 期 債 61,008 59,937 △1,071
預 金 取 扱 機 関 3,365 2,438 △927 預 金 取 扱 機 関 143 758 615
一 般 政 府 2 1 △0 一 般 政 府 60,616 58,919 △1,697
そ の 他 金 融 機 関 1,095 1,001 △93 そ の 他 金 融 機 関 0 6 5
そ の 他 747 508 △239 そ の 他 249 254 5

3．�金融派生商品 45,080 43,350 △1,730 3．金融派生商品 45,692 45,370 △322
預 金 取 扱 機 関 8,687 7,785 △902 預 金 取 扱 機 関 10,320 10,118 △202
一 般 政 府 16 22 6 一 般 政 府 158 76 △81
そ の 他 金 融 機 関 36,377 35,543 △834 そ の 他 金 融 機 関 35,180 35,148 △32
そ の 他 0 0 0 そ の 他 34 27 △7

4．��そ の 他 投 資 181,121 199,750 18,628 4．�そ の 他 投 資 219,696 250,979 31,283
持 分 8,043 8,342 299 持 分 859 883 24
現 ・ 預 金 15,515 19,983 4,468 現 ・ 預 金 21,597 28,597 7,000

中 央 銀 行 6,385 11,888 5,503
預 金 取 扱 機 関 4,668 7,642 2,973 預 金 取 扱 機 関 15,212 16,709 1,496
一 般 政 府 12 13 1
そ の 他 金 融 機 関 7,420 8,521 1,102
そ の 他 3,415 3,807 392

貸 付 126,437 131,780 5,343 借 入 158,513 175,684 17,171
［長 期］ 70,596 74,234 3,638 ［長 期］ 11,133 10,815 △318
［短 期］ 55,841 57,547 1,705 ［短 期］ 147,380 164,869 17,489

中 央 銀 行 － － －
預 金 取 扱 機 関 74,908 78,937 4,028 預 金 取 扱 機 関 99,582 103,698 4,116
一 般 政 府 22,389 22,855 466 一 般 政 府 － － －
そ の 他 金 融 機 関 28,603 29,278 675 そ の 他 金 融 機 関 57,196 70,100 12,904
そ の 他 537 711 174 そ の 他 1,735 1,886 151

保 険 ・ 年 金 準 備 金 772 842 69 保 険 ・ 年 金 準 備 金 218 213 △5
そ の 他 金 融 機 関 714 786 72 そ の 他 金 融 機 関 218 213 △5
そ の 他 58 56 △3

貿 易 信 用 ・ 前 払 7,342 7,853 511 貿 易 信 用 ・ 前 払 3,497 3,406 △91
［長 期］ 677 799 122 ［長 期］ 325 194 △131
［短 期］ 6,665 7,054 389 ［短 期］ 3,172 3,212 40
一 般 政 府 331 417 86
そ の 他 金 融 機 関 39 16 △23 そ の 他 金 融 機 関 13 43 30
そ の 他 6,972 7,420 448 そ の 他 3,484 3,363 △121

そ の 他 資 産 23,010 30,949 7,938 そ の 他 負 債 32,963 40,264 7,301
［長 期］ 5,909 9,720 3,810 ［長 期］ 785 827 43
［短 期］ 17,101 21,229 4,128 ［短 期］ 32,178 39,437 7,258
預 金 取 扱 機 関 12,234 19,160 6,927 預 金 取 扱 機 関 20,701 27,233 6,532
一 般 政 府 397 351 △46 一 般 政 府 400 439 39
そ の 他 金 融 機 関 8,850 9,869 1,018 そ の 他 金 融 機 関 11,513 12,321 808
そ の 他 1,529 1,569 40 そ の 他 349 270 △79

特 別 引 出 権（SDR） 2,050 1,934 △117
5．�外　貨　準　備 148,553 142,560 △5,992

貨 幣 用 金 3,147 3,340 193
特別引出権（SDR） 2,174 2,118 △56
ＩＭＦリザーブポジション 1,148 1,407 259
そ の 他 外 貨 準 備 142,084 135,696 △6,388

資 産 合 計 949,919 997,771 47,851 負 債 合 計 610,702 648,658 37,956
純 資 産 合 計 339,217 349,112 9,895
中央銀行及び一般政府 50,981 32,954 △18,027
中央銀行及び一般政府以外 288,236 316,159 27,922
預 金 取 扱 機 関 52,800 55,764 2,964
そ の 他 金 融 機 関 239,895 253,024 13,129
そ の 他 △4,459 7,370 11,829

本邦対外資産負債残高の推移 ����（単位：10億円）　
平成20年末 平成21年末 平成22年末 平成23年末 平成24年末 平成25年末 平成26年末 平成27年末 平成28年末

資　　産 520,131 555,956 561,448 583,100 658,927 797,686 942,381 949,919 997,771
負　　債 294,223 287,710 305,542 317,359 359,625 471,955 578,971 610,702 648,658
純 資 産 225,908 268,246 255,906 265,741 299,302 325,732 363,409 339,217 349,112

（注）その他は，非金融法人，家計及び対家計民間非営利団体を指す。
　 �　26年末より国際収支マニュアル第６版に準拠。25年末以前の計数は可能な範囲において第６版の基準により組み替えているが，一部の項目では計上基準が異
なる。
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第２表　本邦対外資産負債残高増減要因（試算）
（単位：10億円）

資����������産 負����������債

項　　目 27年末
残高

28年末
残高

前年末
比増減 項　　目 27年末

残高
28年末
残高

前年末
比増減

取　引
フロー

為替相
場変動

その他
調　整

取　引
フロー

為替相
場変動

その他
調　整

1．�直 接 投 資 151,852 159,194 7,342 18,393 △5,020 △6,031 1．�直 接 投 資 24,770 27,840 3,070 3,831 △63 △698

2．�証 券 投 資 423,314 452,917 29,603 33,285 △14,021 10,339 2．�証 券 投 資 320,544 324,469 3,925 2,931 △573 1,567

株 式 ・ 投 資
ファンド持分

153,614 162,879 9,266 8,634 △4,359 4,990 株 式 ・ 投 資
ファンド持分

186,919 181,530 △5,389 △5,138 △0 △251

株 式 68,051 72,394 4,343 2,563 △3,179 4,960 株 式 185,389 178,311 △7,078 △4,915 △0 △2,163

投資ファン
ド持分

85,563 90,486 4,923 6,072 △1,179 30 投資ファン
ド持分

1,530 3,219 1,689 △223 － 1,912

債 券 269,700 290,037 20,337 24,651 △9,663 5,349 債 券 133,625 142,938 9,314 8,069 △573 1,818

中 長 期 債 264,491 286,089 21,598 25,691 △9,547 5,453 中 長 期 債 72,617 83,001 10,385 8,364 △542 2,563

短 期 債 5,209 3,948 △1,260 △1,040 △116 △104 短 期 債 61,008 59,937 △1,071 △295 △31 △745

3．�金融派生商品 45,080 43,350 △1,730 △55,091 △0 53,362 3．�金融派生商品 45,692 45,370 △322 △53,368 － 53,046

4．�そ の 他 投 資 181,121 199,750 18,628 14,489 △3,122 7,261 4．�そ の 他 投 資 219,696 250,979 31,283 28,406 △4,299 7,176

持 分 8,043 8,342 299 322 △23 0 持 分 859 883 24 24 － －

現 ･ 預 金 15,515 19,983 4,468 3,763 △152 856 現 ･ 預 金 金 21,597 28,597 7,000 7,115 △237 122

貸 付 126,437 131,780 5,343 6,979 △2,079 443 借 入 158,513 175,684 17,171 19,863 △2,909 217

保険・年金準
備金

772 842 69 69 － 0 保険・年金準
備金

218 213 △5 △5 － 0

貿易信用・前払 7,342 7,853 511 593 △207 126 貿易信用・前払 3,497 3,406 △91 136 △81 △146

そ の 他 資 産 23,010 30,949 7,938 2,763 △661 5,836 そ の 他 負 債 32,963 40,264 7,301 1,273 △955 6,983

5．�外 貨 準 備 148,553 142,560 △5,992 △578 △5,035 △379 特 別 引 出 権
（ Ｓ Ｄ Ｒ ）

2,050 1,934 △117 － △117 △0

資 産 合 計 949,919 997,771 47,851 10,498 △27,199 64,552 負 債 合 計 610,702 648,658 37,956 △18,201 △4,935 61,091

純 資 産 合 計 339,217 349,112 9,895 28,699 △22,264 3,461

 （注）１．四捨五入のため，合計に合わないことがある。
  　　２．平成28年末時点における対外資産997.8兆円のうち737.1兆円が外貨建て資産，同じく対外負債648.7兆円のうち159.6兆円が外貨建て負債である。
  　　３�．「その他調整｣ には，株価・債券価格等の変動に伴う増減のほか，フロー統計（国際収支統計）との作成方法の相違による増減等が反映されている。
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第３表　主要国の対外純資産（IFS掲載ベース）
（単位：百万ドル）

1990年末 ドイツ 日本 スイス オランダ ベルギー
（平成２年末） 334,268 327,500 195,446 69,419 8,990
1991年末 日本 ドイツ スイス オランダ ベルギー

（平成３年末） 379,377 310,554 212,654 70,022 17,208
1992年末 日本 ドイツ スイス オランダ ベルギー

（平成４年末） 514,253 261,674 212,149 58,407 22,612
1993年末 日本 スイス ドイツ オランダ 英国

（平成５年末） 615,315 217,762 203,810 62,217 43,840
1994年末 日本 スイス ドイツ ベルギー 英国

（平成６年末） 669,872 243,331 193,590 37,159 35,240
1995年末 日本 スイス ドイツ オランダ ベルギー

（平成７年末） 817,582 267,948 127,350 64,120 47,230
1996年末 日本 スイス ドイツ ベルギー フランス

（平成８年末） 891,026 303,830 87,800 66,266 42,240
1997年末 日本 スイス フランス ドイツ ベルギー

（平成９年末） 958,730 275,610 153,840 84,200 79,279
1998年末 日本 スイス フランス ベルギー ノルウェー

（平成10年末） 1,153,630 324,244 131,250 98,271 13,452
1999年末 日本 スイス ベルギー ドイツ ノルウェー

（平成11年末） 829,120 334,117 144,372 64,020 19,283
2000年末 日本 スイス 香港 ベルギー ロシア

（平成12年末） 1,157,930 307,600 220,570 141,701 64,545
2001年末 日本 スイス 香港 ドイツ ベルギー

（平成13年末） 1,360,080 349,039 262,509 125,350 117,926
2002年末 日本 スイス 香港 シンガポール フランス

（平成14年末） 1,462,160 411,490 342,942 130,237 114,580
2003年末 日本 スイス 香港 シンガポール ベルギー

（平成15年末） 1,613,620 446,600 397,577 224,834 126,950
2004年末 日本 スイス 香港 中国（大陸） シンガポール

（平成16年末） 1,784,490 490,880 425,790 280,395 253,373
2005年末 日本 スイス 香港 中国（大陸） ドイツ

（平成17年末） 1,531,750 452,470 448,330 413,139 360,690
2006年末 日本 中国（大陸） ドイツ 香港 スイス

（平成18年末） 1,808,170 639,810 624,790 528,490 483,150
2007年末 日本 中国（大陸） ドイツ スイス 香港

（平成19年末） 2,194,950 1,187,740 693,220 649,680 491,880
2008年末 日本 中国（大陸） ドイツ 香港 スイス

（平成20年末） 2,489,370 1,493,450 647,290 632,220 621,920
2009年末 日本 中国（大陸） ドイツ スイス 香港

（平成21年末） 2,913,810 1,490,510 885,500 756,190 735,250
2010年末 日本 中国（大陸） ドイツ スイス 香港

（平成22年末） 3,141,880 1,688,030 884,760 844,280 665,140
2011年末 日本 中国（大陸） スイス ドイツ 香港

（平成23年末） 3,419,250 1,688,420 879,100 812,250 711,210
2012年末 日本 中国（大陸） ドイツ スイス 香港

（平成24年末） 3,458,130 1,866,390 1,033,460 837,830 721,480
2013年末 日本 中国（大陸） ドイツ サウジアラビア 香港

（平成25年末） 3,093,320 1,996,010 1,338,800 763,165 757,980
2014年末 日本 中国（大陸） ドイツ 香港 サウジアラビア

（平成26年末） 3,012,410 1,602,750 1,450,900 870,190 791,575
2015年末 日本 中国（大陸） ドイツ 香港 サウジアラビア

（平成27年末） 2,815,020 1,672,830 1,642,090 1,003,130 703,304
2016年末 日本 中国（大陸） ドイツ 香港 スイス

（平成28年末） 2,988,880 1,800,530 1,797,290 1,180,670 839,310
【出典：IMF�IFS（International�Financial�Statistics）】
※シンガポールは2001年から，中国（大陸）は2004年から，サウジアラビアは2007年からデータ掲載。
　なお，90年代は当該計数が掲載されている国数が少ない点に留意。
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